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研究成果の概要（和文）：2006年「社会生活基本調査」の匿名ミクロデータを用いて、夫婦と10歳以上の子ども
の生活時間を分析した。その結果、通勤時間や仕事・学習時間、余暇時間について、父、母、子のそれぞれ２者
の間に正の相関があること、父親と母親の家事時間の間に負の相関があること、母親の仕事時間と父親の余暇時
間には正の相関があることなどがわかった。また、2015年「消費生活に関するパネル調査」を使い、日本の働く
既婚女性が様々な活動に投じる生活時間の配分と生活満足度の関係を分析した。その結果、女性の家事時間と生
活満足度の負の相関が確認されたほか、夫や子供の行動と妻の活動時間の関わりなどを分析することができた。

研究成果の概要（英文）：We empirically analyzed the activity time of a couple and a child over 10 
years old using micro-anonymous time-use data from the Japanese “2006 Survey on Time Use and 
Leisure Activities.” The positive correlations between the household members were found on 
commuting time, working time, and leisure time, respectively, while the negative correlation was 
found between housework time of a father and a mother. Furthermore, the positive correlation was 
found between a mother's working time and a father's leisure time. Next, we also empirically 
analyzed the relationship between activity time and life satisfaction of Japanese married working 
women using “2015 Japanese Panel Survey of Consumers (JPSC).” In addition to finding the positive 
correlation between their housework time and life satisfaction, we could analyze the relationship 
between a mother's activity time and their husband's and child's activity time.

研究分野： 計量経済学

キーワード： 家族の生活時間　組成データ　時間使用データ　生活満足度

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
家計メンバー間の生活時間の関係や生活時間が主観的幸福感の一部である生活満足度との関係を統計学的に分析
した点が本研究の学術的意義であり社会的意義である。夫婦と10歳以上の子どもから成る家計メンバーの生活時
間分析では、彼らの生活時間の相関を考慮したモデルを用いて推定を行い、彼らの同じ行動についての生活時間
の関係などを明らかにできた。また、働く既婚女性の生活時間と生活満足度との分析においては、その関係を明
示的にモデル化して推測統計学的に評価することができた。いずれも統計的手法を精査して、ミクロの時間使用
データがゼロを含む組成データであることを考慮してベイズ法を用いて推定を行った。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
(1) ミクロの時間データの整備が進むにつれて、経済学においてもそれを使用した多様な分析
が行われるようになっていた。例えば、貧困についても所得や資産などの経済的側面だけでなく、
自己の裁量で使用できる時間の不足を時間貧困という概念でとらえるという時間使用的側面か
らの研究が行われるようになってきた (Vickery (1977), Merz and Rathjen (2014), 石井・浦
川 (2014))。 
 
(2) 我々は所得や教育水準、性別など社会経済的属性や人口統計学的属性から、格差や主観的幸
福度について調べる実証分析や女性の生活時間について調べる実証分析を積み重ねてきた
(Hasegawa and Ueda (2016,2019)など)。こうした研究を進めているなかで労働時間、家事・育
児・介護などの家計生産時間、自己の裁量で利用できる時間の長さなど、１日のなかのさまざま
な活動時間が人々の主観的幸福度や満足度に影響するのではないかと考えた。 
 
(3) 既存研究においても、母親が子どもの世話にかける時間が子どもの読書や学習時間に正の
影響を及ぼし母親だけでなく子どもの幸福にも影響することが示されていた(Busetta et al. 
(2019))。こうした研究成果を受け、我々は家族との生活のなかで同一行動の時間が、家族の主
観的幸福度や時間貧困に重要な関わりがあるのではないかと考えるようになった。そして、個人
の生活時間を分析する際に、家族の行動時間との関わりを考慮して分析する必要があるのでは
ないかと考えた。 
 
(4) しかし、家族、特に子供と親の同一行動時間の長さについて先行研究はいくつかあるが、調
べた限りでは多くなかった。栗原 (2010)、坂田・栗原 (2010)では同一行動をしたか否かの分析
が行われているが、同一行動時間の間の相関を考慮した推定も行われていなかった。そこで、適
切な計量経済学的手法によって家族の同一行動時間について分析する意義があると考えた。 
 
 
２．研究の目的 
本研究では、１）家族構成員、特に女性が他の構成員と同一行動をとる時間について分析するこ
と、２）同一行動をとる時間の決定要因や他の構成員の活動時間との関係などについてミクロの
時間使用データを使用して実証分析を行うための適切な統計分析手法を提示すること、が研究
の主たる目的である。具体的には以下の通りである。 
 
(1) 家族構成員が様々な活動に使用する生活時間の決定要因を明らかにする。さらに、家族構成
員の生活時間の相関について分析を行うことによって、家族構成員と同一行動をとる時間の関
係について明らかにする。 
 
(2) 統計的に適切な手法を用いた分析を行うために時間使用データが持つゼロを含む組成デー
タとしての性質（24 時間に各活動に費やす時間が占める割合の総計が 1，様々な活動時間の割
合は非負あるいはゼロ）や世帯員間の時間使用に存在する相関を考慮した計量経済学的分析手
法を提示する。 
 
(3) 貧困や幸福感に関する分析において経済的側面だけでなく、時間使用の側面からアプロー
チすることの意義を示すために、女性の生活時間と生活満足度との関係を明示的にモデル化し
て推測統計学的に評価する。 
 
 
３．研究の方法 
家計構成員の行動時間の関係についての分析並びに働く既婚女性の生活時間と生活満足度に関
する分析のいずれにおいても、文献収集によって得られた知見などを参考にして分析モデルの
構築、推定手法の検討を行い、使用するデータベースを作成して実証分析を行った。具体的には
以下の通りである。 
 
(1) 個人の生活時間の分析に関連する論文、特に家族構成員間での家事や労働など諸活動に費
やす生活時間などについて分析した論文、時間使用データがゼロを含む組成データの性質を持
つことを明示して分析を行っている論文を収集、整理を行った。 
 
(2) 実証研究を行うための推定モデルを検討し、必要なデータを入手した。そして、実証分析に
利用するためのデータベースを作成した。家計構成員の行動時間の関係についての分析では、家
計構成員それぞれの生活時間や人口統計学的な属性、社会経済的属性が利用できるデータベー



スが必要であり、働く既婚女性の生活時間と生活満足度の分析では、女性と配偶者の生活時間や
諸属性とともに生活満足度が利用できるデータベースが必要であった。いずれの分析でも時間
使用データを利用するが、それがゼロを含む組成データの性質を持っていることを考慮したベ
イジアンモデルを検討した。 
 
(3) 作成した推定モデルやデータベースを用いて実証分析を行った。推定には、Markov chain 
Monte Carlo (MCMC)法を利用した。 
 
(4) 推定結果を整理して論文にまとめた。洋雑誌への投稿やその準備のためのディスカッショ
ンペーパーの作成を行った。 
 
４．研究成果 
(1) 家計構成員の行動時間の関係についての実証分析 
 われわれは家族の同一行動時間に関する分析を行うために家族構成員が１日のさまざまな活
動に費やす時間について分析する必要があると考えた。われわれは Hasegawa and Ueda (2019)
において夫婦の生活時間を推定しているが、そこでは二人の生活時間の相関を考慮していなか
った。しかし、家族は一緒に行動することもあれば、ある行動について一人の行動時間が長くな
れば他方の行動時間が短くなることもあり得ると考えられる。そこで、本研究では、父、母、10
歳以上の子の３人から成る家計メンバーについて 1 日に行うさまざまな活動時間に相関がある
ことを考慮したモデルを作り、個々の活動時間を決定する要因を推定するとともに家計メンバ
ーの間で活動時間にどのような相関があるのかを推定した。 
 個人が行う諸活動のなかには必ずしも１日の間に行われないものがあり得る。つまり、個人の
１日の時間使用を記録したデータにはゼロが含まれる可能性がある。このような時間使用デー
タは、24 時間に占める各活動時間の割合が非負あるいはゼロ、かつ総計が 1 となる組成データ 
(compositional data) の特徴を持つ。ゼロを含む組成データの性質について Aitchison (1986)
による先駆的な研究があるが、われわれは実証モデルとして Leininger et al. (2013)に基づい
たベイジアンモデルを作成し、Markov chain Monte Carlo 法 (MCMC) を用いて推定を行った。
データとしては、独立行政法人統計センターより提供を受けた 2006 年の『社会生活基本調査：
調査票 A』の匿名データを用いた。 
 得られた結果は、以下のとおりである。 
 
①父の年齢はその通勤時間、労働時間に正の効果を持ち、家事時間、余暇時間に負の効果を持つ。
幼児（６歳未満）の人数は父や母の家事時間に正の効果を持ち、余暇時間に負の効果を持つ。ま
た、母や子（10歳以上）の労働・学習時間に負の効果を持つ。家計の等価所得は、父、母、子の
通勤・通学時間に正の効果を持つ。また、子どもの学歴（教育年数）は、彼らの通学時間、家事
時間、余暇時間に正の効果を持つ。 
 
②労働時間と通勤時間の偏相関、労働時間と家事時間の偏相関については、父、母、子（10 歳以
上）のいずれについても前者が正、後者が負である。また、母の労働時間と余暇時間の偏相関は
負である。 
 
③父と母の通勤時間、父と子の通勤・通学時間の偏相関は正である。労働・学習時間と余暇時間
については、父、母、子（10 歳以上）のいずれの間の偏相関も正である。家事時間については、
父と母の間の偏相関は負、父と子（10 歳以上）の間の偏相関は正である。なお、母の通勤時間と
父の家事時間、母の労働時間と父の余暇時間の偏相関はともに正である。 
 
 以上の結果に加え、３人の属性が１単位変化したときの活動時間の変化（部分効果）が正であ
る確率を求めた。以上の結果も考慮すると、幼児の存在が子（10 歳以上）も含めて家族構成員
に家事・育児の負荷をかけることが改めて確認された。また、父親の学歴が高い家計では、子ど
もの教育への関心が高く、父親が長い時間をかけて通勤し、母親は家事に時間をかける一方、子
どもに通学時間をかけてもより高い教育を受けさせようとしている家計の姿が推測されたが、
これについてはさらに検証が必要である。また、使用時間から見ると父と母の家事労働は代替的
である。実際、記述統計で得られた家事時間を見ると母への家事労働の負担の偏りが確認される。 
 なお、本研究の結果はディスカッションペーパーとしてまとめた後、加筆修正して査読付きジ
ャーナルに掲載された。本研究は、分析の対象が父、母、子の３人から成る家計である。親と同
居している、子ども（10 歳以上）が複数いる家計など、様々な形態の家計に研究を拡張するこ
とは残された課題である。 
 
(2) 働く既婚女性の生活時間と生活満足度についての実証分析 
 個人の幸福感にはさまざまな要因が関わっていると考えられるが、通勤や労働、家事のための
時間、また自分の裁量で使える時間など１日の活動時間の配分が幸福感に影響するのではない



かと考えられる。そうであるならば、家族間の同一行動時間には相関があること（(1)の研究成
果）を踏まえると、個人の幸福感には家族との同一行動もまた影響すると推測することが可能と
なる。こうしたことを念頭に本研究では個人の生活時間と生活満足度との関係について実証分
析を行った。 
 本研究の分析対象としては働く既婚女性を選んだ。そして、幸福感を代表する変数としては生
活満足度を選択した。本研究の特徴として、１）生活時間と生活満足度を明示的にモデル化し、
推測統計学的に評価をしたこと、２）作成したモデルを日本の家計の個票データに適用し、個人
の生活時間の配分と生活満足度の関係を検証したことを挙げることができる。生活時間の時間
使用モデルでは、時間使用データがゼロを含む組成データであることから Leininger et al. 
(2013)に基づくベイズモデルを作成し、生活満足度の推定モデルでは、ベイジアン順序プロビッ
トモデルを用いて推定を行った。いずれも MCMC によって推定を行った。そして、これらを結び
付けたモデルの相関行列を推定し、生活時間の配分と生活満足度との相関を調べた。データとし
ては、慶應義塾大学パネルデータ設計・解析センターより提供を受けた 2015 年『消費生活に関
するパネル調査』を使用した。 
 主な結果は以下のとおりである。 
 
① 女性の所得や学歴は通勤時間や労働時間に正の効果を及ぼすが、配偶者の所得は女性の労働
時間に負の効果を及ぼす。女性の家事時間に対して、幼児（6歳未満）の人数は正の効果、女性
の所得は負の効果を及ぼす。また、余暇時間に対しては、幼児の人数や親との同居が負の効果を
及ぼす一方、配偶者の所得は正の効果を及ぼす。 
 
② 女性の生活満足度に対しては女性の学歴や配偶者の所得が正の効果を持つ一方、女性の年齢
は負の効果を持つ。 
 
③ 女性の生活時間と生活満足度の間の相関においては、家事時間と生活満足度の偏相関係数が
負であった。そのほか、女性の通勤時間と労働時間、労働時間と家事時間との間の偏相関係数が
正であった。 
 
 以上の結果は、われわれの研究を含めさまざまな先行研究の結果と整合的であるものが多い。
こうしたことから、本研究において日本社会ですでに認識されている家事・育児労働負担が女性
に偏っていることが生活時間の側面から確認されるとともに、それが女性の生活満足度を低下
させている要因になっていることを推測統計学的に評価できるモデルを用いて示すことができ
たと考えられる。 
 本研究は働く既婚女性を対象としたが、雇用形態が正規雇用、パートタイムや派遣などの非正
規雇用、あるいは、働く女性でも有配偶、無配偶のケースで生活時間と生活満足度については違
いがあることが予想できる。こうした点についての研究が今後の課題であると考えられる。 
 なお、本研究を表す論文はディスカッションペーパーとしてまとめられたが、今後、海外のジ
ャーナルに掲載されるように加筆修正を行っていく予定である。 
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